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第１章 基本的な考え方

Ⅰ 策定趣旨

３つの国難である「新型コロナウイルス感染症 「人口減少 「災害列島」を打破」、 」、

し、国が目指す「デジタル社会」と「グリーン社会」の構築に向け、徳島県科学技術憲

章に基づき、本県の科学技術振興に関する取組を着実に実行できるよう、今後５年間の

施策の推進方針を定め、その実現に向けた具体的な戦略プロジェクトを盛り込んだ「徳

島県科学技術振興アクションプラン（以下、プランという 」を策定します。。）

Ⅱ 推進期間

令和３年度（２０２１）から令和７年度（２０２５）の５年間を推進期間とします。

Ⅲ 推進体制

県民総ぐるみによる科学技術振興の方策等を検討する「徳島県科学技術県民会議」に

おいてプラン全体の方針等を検討するとともに、下部組織として設置された「産業・経

済部会 「健康・医療部会 「食料・環境部会 「教育・共生部会」の４つの専門部会が」 」 」

分担及び連携し、戦略プロジェクト毎の具体的な取組の検討やＰＤＣＡサイクルによる

進捗管理を行います。
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Ⅳ 展開する施策

徳島県科学技術憲章の「取組の方向性」に定めた、Ⅰものづくり、Ⅱ地域づくり、

Ⅲ環境づくり、Ⅳひとづくりの各分野における将来ビジョンについて 「実現に向けた、

施策展開の方向」と「戦略プロジェクト」を次の体系図のとおり定め、推進します。

分野
（目指すべき社会）

実現に向けた施策展開の方向 戦略プロジェクト

Ⅱ  地域づくり

　安全安心で、健康で活
力とゆとりがあり、豊か
に暮らせる「とくしま」

 糖尿病をはじめとした生活習慣病による
 死亡者を減少させ、県民の健康寿命をアップ

 ① 健康寿命延伸プロジェクト

 介護の負担を軽減し、誰もが暮らしやすい
 社会の実現

 ② 介護負担の軽減プロジェクト

 ＩＣＴを利活用した医療提供体制を整備し、
 安心して暮らせる社会の実現

 ③ 地域医療（介護）の連携プロジェクト

 大規模災害における確実な情報共有による
 「減災」の実現

 ④ 災害医療活動の高度化プロジェクト

Ⅰ  ものづくり

　地域の強みとイノベー
ションの融合により、持
続的に経済発展が進む
「とくしま」

 次世代光の応用技術の開発と地域への実装、
 高付加価値ＬＥＤ製品づくりの促進

 ① 次世代“光”産業創生プロジェクト

 未来技術の導入による産業基盤の強化と
 新技術・新製品の開発促進

 ② 高付加価値型ものづくり推進プロジェクト

 ③ スマート農林水産業推進プロジェクト

 クリエイティブ関連企業の集積と人材の育成  ④ クリエイティブ産業育成プロジェクト

Ⅳ　ひとづくり

　未来を切り拓き、イノ
ベーションを支える人材
が育ち、集う「とくしま」

 子どもたちが科学技術に興味・関心を持ち、
 創造性・主体性を育む環境の構築

 ① 段階に応じた多様な体験・教育プロジェクト

 ② ＧＩＧＡスクール構想によるＳＴＥＡＭ教育推進プロジェクト

 イノベーションを創出し、次代の産業を支える
 即戦力人材の育成

 ③ ものづくり・デジタル専門人材育成プロジェクト

 ⑤ 農林水産業人材育成プロジェクト

 県民の科学技術への理解促進と
 徳島発イノベーションの世界への発信

 ⑥ 戦略的な普及啓発・情報発信プロジェクト

 ④ 医療・介護人材育成プロジェクト

Ⅲ  環境づくり

　環境に優しいライフスタ
イルや社会経済システ
ムが調和した「とくしま」

 グリーン社会の実現に向けた
自然エネルギーの 導入加速

 ① 自然エネルギー立県とくしま推進プロジェクト

 「地方発の水素社会」実現に向けた
 水素エネルギー社会実装を推進

 ② 水素エネルギー社会実装プロジェクト

 農林水産業における気候変動の「適応策」
 及び「緩和策」の推進

 ③ 農林水産業気候変動対策プロジェクト
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戦略プロジェクトにおける「国難」及び「国が目指す社会」への対応と担当部会

プロジェクト名 主な取組

 ① 次世代“光”産業
創生プロジェクト

○次世代ＬＥＤ　（深紫外、赤外光コム、テラヘルツ）
  ・新型コロナなどウィルス不活化技術開発
  ・Beyond5G通信技術開発

● ● ● ● ◎

 ② 高付加価値型も
のづくり推進プロジェ
クト

○ものづくり企業のＤＸ推進
  ・ＡＩ，ＩｏＴ，ロボット等の導入促進
○５Ｇ実装の促進
  ・ローカル５Ｇ環境を活かした５Ｇ実証支援

● ● ● ● ◎

 ③ スマート農林水産
業推進プロジェクト

○スマート農林水産業推進
  ・５Ｇを活用した遠隔栽培指導の実装
  ・ＡＩ、ＩｏＴ、ドローンを活用した技術の開発・実装

● ● ◎

 ④ クリエイティブ産
業育成プロジェクト

○クリエイティブ産業育成
  ・「３Ｄ・ＶＲ・ＡＲ」を体感できる映画祭実施

● ● ● ◎

 ① 健康寿命延伸プ
ロジェクト

○フレイル予防
  ・リモート活用したニューノーマル対応のフィットネス開催

● ● ● ◎

 ② 介護負担の軽減
プロジェクト

○介護ロボットの開発、導入
  ・介護負担軽減を図るＡＩロボット技術の開発、導入

● ● ● ● ◎

 ③ 地域医療（介護）
の連携プロジェクト

○マイナンバーカードの活用拡大
  ・健康保険証のオンライン資格確認推進
○遠隔医療推進
  ・５Ｇを導入した診察室の整備

● ● ● ● ◎

 ④ 災害医療活動の
高度化プロジェクト

○災害時情報共有
  ・ＧＩＳを活用した災害時情報共有システム機能強化

● ● ◎

 ① 自然エネルギー
立県とくしま推進プロ
ジェクト

○自立・分散型電源導入推進
  ・ＺＥＨ・ＺＥＢ、小水力発電設備等導入支援

● ● ● ◎

 ② 水素エネルギー
社会実装プロジェクト

○水素モビリティ導入促進
  ・燃料電池バス、燃料電池船等官民連携による導入促進

● ● ◎

 ③ 農林水産業気候
変動対策プロジェクト

○農林水産業の気候変動への適応
  ・高温耐性品種、熱帯性果樹栽培技術等の開発・導入

● ● ● ● ◎

 ① 段階に応じた多
様な体験・教育プロ
ジェクト

○とくしま科学技術月間
  ・オンライン開催を含めた科学技術関連イベント促進

● ● ● ◎

 ② ＧＩＧＡスクール構
想によるＳＴＥＡＭ教
育推進プロジェクト

○ＳＴＥＡＭ教育の推進
  ・一人一台端末を活用した課題解決型学習の推進

● ● ● ◎

 ③ ものづくり・デジタ
ル専門人材育成プロ
ジェクト

○デジタル専門人材の育成
  ・未来技術、デジタルコンテンツ等学べる機会の提供

● ● ● ● ● ◎

 ④ 医療・介護人材
育成プロジェクト

○将来の医療・介護人材の確保
  ・最先端治療現場での体験学習等の推進

● ● ● ◎

 ⑤ 農林水産業人材
育成プロジェクト

○農林水産業のスマート人材の育成
  ・スマート技術に関するリカレント教育の充実

● ● ◎

 ⑥ 戦略的な普及啓
発・情報発信プロジェ
クト

○2025年大阪・関西万博での発信
  ・ＡＲ・ＶＲを活用した徳島発イノベーション・魅力発信

● ● ● ● ◎

Ⅳひとづくり

戦略プロジェクト

国　難 目指す社会

Ⅰものづくり
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第２章 分野毎のプラン

Ⅰ ものづくり分野

１ 現状と課題

県内経済の活性化と持続的な発展を実現していくためには、それぞれの産業分野にお

いて、科学技術を積極的かつ効果的に取り入れ、生産性の向上や技術基盤の強化、新た

な価値の創造に繋げることにより、イノベーションの創出や付加価値の高い産品・製品

づくりによる市場競争力の強化に取り組んでいく必要があります。

「ものづくり分野」では、本県の基幹産業である「製造業 「農林水産業 、今後更」、 」

なる成長が見込まれる「クリエイティブ産業」に重点を置いた取組を推進します。

本県の「製造業」は、県内総生産の約３割を占め、全国平均の約２割を大きく上回る

中核的産業となっています。業種別でみると 「化学 「電子・デバイス 「食料品」、 」、 」、

が、本県製造品出荷額等の６割以上を占める主力をなしており、特に「ＬＥＤ（発光ダ

イオード 」は、全国約７割のシェアを誇っています。）

また、古くは全国の市場を席巻した「阿波藍」や、阿波藩の船大工を起源とする「木

工業」における脈々と受け継がれてきた伝統技術に加え、自動車関連部品等で強みを発

揮している「機械金属工業」をはじめとする県内ものづくり企業から高い技術が生み出

されています。

光関連産業について、本県では、世界有数のＬＥＤ生産拠点が立地する優位性を活か

し、平成１７年に「ＬＥＤバレイ構想」を策定し、ＬＥＤ関連企業の集積による産業の

活性化に取り組んできました。この結果、１５０社を超える企業の集積が図られ、高品

質なＬＥＤ応用製品が数多く生み出されています。

、 、 、 、また 平成３０年度からは 県 徳島大学をはじめ産学金官連携によるプロジェクト

「地方大学・地域産業創生交付金事業」により 「次世代の光」をテーマとした、最先、

端の光研究と光応用専門人材の育成に取り組んでおり、この事業の効果的な推進ととも

に、本県ＬＥＤ関連産業のさらなる飛躍を図っていくため、令和元年７月に「次世代Ｌ

ＥＤバレイ構想」を策定し 「新たな光関連産業の創出」と「産業集積機能の向上」に、

取り組んでいます。徳島の強み「光」をさらに輝かせ、県内産業の活性化に繋げていく

ため、構想の取組を一層加速していく必要があります。

ものづくり産業について、本県には、不断の努力により築き上げた高い技術力と独自

のノウハウにより、全国はもとより世界の市場において高いシェアを有する、ものづく

り企業が多数存在しています。こうした企業をさらに徳島から生み出し、産業の活性化

へ繋げていくため、徳島大学をはじめとする高等教育機関、工業技術センターが、それ

ぞれ有するリソース（人材・技術・機器）を活かしつつ、緊密な連携を図りながら、企

業の技術・製品開発の支援に取り組んでいます。

今後、本県ものづくり産業が持続的に成長していくため、デジタル技術の活用等によ

る生産性向上・業務効率化など現場の課題解決に取り組むとともに、これを踏まえたデ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進、また、新素材の活用や異業種・異分
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野連携等による付加価値の高い製品の開発を促進し、市場における優位性と競争力の強

化に取り組んでいくことが必要です。

「 」 、 、農林水産業 については 恵まれた自然環境及び大消費地に近い立地条件を活かし

生産者をはじめ関係者の生産及び販売における弛まぬ努力により 「なると金時 「す、 」

だち 「しいたけ 「わかめ」など多くの品目でブランドを確立してきました。」 」

また、平成２８年の「徳島大学生物資源産業学部」の設置を契機として、県、徳島大

「 」学をはじめとする高等教育機関及び民間企業による産学官連携拠点 サイエンスゾーン

を構築し、人材育成及び研究開発を推進しています。さらに、令和２年７月には 「徳、

島大学バイオイノベーション研究所」が設立され、生物系新産業や６次産業化に係るオ

ープンイノベーションの推進に向け、地域や産業界との更なる連携が期待されます。

今後、農林水産業の就業者の高齢化や後継者の減少、経済のグローバル化に伴う競争

、 、の激化などが進行する中 デジタル技術の活用により生産性向上などの課題解決を図り

「農林水産業の成長産業化」を実現することが必要です。

「クリエイティブ産業」について、本県は、ケーブルテレビの世帯普及率が全国１位

（90.5％：R2.3末）であり、デジタル技術の社会実装フィールドとして適した環境にあ

ることから、全国屈指の光ブロードバンド環境を活かした情報通信関連産業や人材の集

積を図ってきました。

Society5.0の実現に向け、若い世代を対象に、デジタル技術や科学技術への興味・関

心を醸成し、プログラミングや映像制作などのデジタル分野に取り組む人材の育成が求

められています。また、デジタル社会においては、高齢者や障がい者、低所得者等が不

利益を被る「人のデジタルデバイド」や、都市と地方との「地域間デジタルデバイド」

を解消し 「ユニバーサルサービス」として誰もがデジタル化の恩恵を享受できること、

が求められています。

こうした本県の強みを存分に活かしながら、科学技術を効果的に活用し、現場の課題

解決を図ることにより、徳島ならではのイノベーションを数多く生み出し、他地域に負

けない競争力を有した「徳島の産業づくり」に取り組みます。

２ 基本目標

地域の強みとイノベーションの融合により、持続的に経済発展が進む「とくしま」

の実現

３ 目標実現に向けた施策展開の方向

○次世代光の応用技術の開発と地域への実装、高付加価値ＬＥＤ製品づくりの促進

○未来技術の導入による産業基盤の強化と新技術・新製品の開発促進

○クリエイティブ関連企業の集積と人材の育成
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４ 戦略プロジェクト

①次世代 光 産業創生プロジェクト“ ”

「次世代ＬＥＤバレイ構想」に基づき、付加価値の高いＬＥＤ応用製品開発や

効果的な販路開拓、ブランド発信に取り組むとともに 「次世代の光」の最先端、

の研究開発と地域への実装を推進し 「新たな光関連産業の創出」と「集積機能、

の向上」による県内産業の活性化を図ります。

【取組内容】

〇次世代ＬＥＤの光源開発と応用研究

・徳島大学ポストＬＥＤフォトニクス研究所において 「次世代ＬＥＤ」と呼ば、

れる「深紫外 「赤外光コム 「テラヘルツ」の実用化に向けた光源の開発」、 」、

を進めるとともに 「深紫外」による新型コロナなどウイルスの不活化 「テ、 、

ラヘルツ」を基盤とした「Beyond 5G」通信技術など、新たな光源の応用研究

を推進します。

〇次世代ＬＥＤを活用した新製品開発と社会実装

・産学金官が連携し 「次世代ＬＥＤ」応用研究成果の企業への活用提案や企業、

、 。ニーズとのマッチングを推進し 県内企業における応用製品開発を促進します

・徳島大学と工業技術センターの連携による「地域協働技術センター」が保有す

る研究機器を有効に活用した応用製品の共同研究、技術支援に取り組みます。

〇「徳島発のＬＥＤ」を活用した製品開発とブランド化

・ＬＤ(半導体レーザー)や生産性・品質の向上に資するＬＥＤなど県産高機能Ｌ

ＥＤの活用や異業種・異分野連携による高付加価値製品の開発を促進します。

・工業技術センターの「ＬＥＤサポートセンター」における性能評価や技術サポ

ートにより、高品質かつ信頼性の高い製品開発を支援します。

〇県産応用製品の販路開拓と成果のＰＲ

・ＥＣサイトや展示会出展等による海外市場を見据えた効果的な販路開拓 「東、

京常設展示場」等を活用したＰＲ展開などブランド強化に取り組みます。さら

に、取組の成果を２０２５年開催予定の「大阪・関西万博」をショーケースと

して世界に向け強力に発信します。

〇光応用専門人材の育成（再掲 Ⅳひとづくり－③）

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

光関連産業の製造品出荷額 億円 未公表* 5,600

ＬＥＤ応用製品開発支援件数（累計） 件 212 330

＊H30は5,094億円

「深紫外ＬＥＤ」 「東京・ＬＥＤ応用製品等

常設展示場」
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②高付加価値型ものづくり推進プロジェクト

ものづくり企業におけるＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、５Ｇ等の「未来技術」の活

用を促進し、生産性向上や業務効率化によるイノベーションや高付加価値製品の

創出を目指したＤＸを推進するとともに、高機能素材・新素材の活用や産学官連

携による技術・製品開発を促進し、県内ものづくり産業の活性化を図ります。

【取組内容】

〇ものづくり企業のＤＸ推進

・ＤＸのメリットや具体的な進め方など推進への理解を深め、意識を高めるため

、 。のセミナーや体験研修会の開催 先進事例紹介などの情報発信に取り組みます

・ ＤＸワンストップ支援窓口」を設置し、専門家による課題解決に向けたアド「

バイスや相談対応、技術的支援など、総合的なサポートを推進します。

・企業における生産性向上や業務プロセス改善等に向けたＡＩやＩｏＴ、ロボッ

ト等デジタル技術の導入を支援し、ＤＸの推進を図ります。

〇５Ｇ実装の促進と新技術・新製品開発支援

・デジタル技術の導入効果を飛躍的に高める通信基盤「５Ｇ」の県内実装を加速

するため、工業技術センター等のローカル５Ｇ環境を活用し、企業への実証フ

ィールド（５Ｇオープンラボ）の提供による研究開発の促進や、５Ｇの活用に

よる新技術・新製品の実用化を目指した共同研究、技術支援を推進します。

〇付加価値の高い製品づくりの推進

・企業マッチングの推進により 「藍染めした木材・金属」など、異業種・異分、

野の企業間連携による、これまでにない魅力的な製品づくりを促進します。

・ＣＦＲＰやＣＮＦの特長を活かしたデザイン性に優れた軽量で高強度な木工家

具製品など、高機能素材・新素材を活用した高付加価値製品の開発に取り組み

ます。

・工業技術センターにおける企業からの依頼試験・分析や技術支援、機器・設備

の利用、産学官の共同研究などの推進により、高付加価値製品の創出に向けた

県内ものづくり企業の技術基盤強化を図ります。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

未来技術活用製品等開発支援件数（累計） 件 － 20

高機能素材等活用製品の年間試作品数（累計） 件 10 70

藍染木材・アルミを「

「産業用ロボット」 組み合わせた製品」
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③スマート農林水産業推進プロジェクト

農林水産業の労働力不足の解消や生産性の飛躍的向上など、直面する課題の解

決を図るため、産学官連携拠点「サイエンスゾーン」を核としたオープンイノベ

ーションにより、近年、発展の著しい５ＧやＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボ

ット等の未来技術を活用したスマート技術の研究開発・現場実装を推進します。

また、農商工連携による地域資源を活用した新たな製品化技術の研究開発や商

品開発を推進します。

【取組内容】

○スマート技術の研究開発・現場実装による「Society5.0」の実現

・ ＩｏＴを活用したニンジンの栽培管理支援システム 「５Ｇを活用した遠隔「 」、

栽培指導 「航空レーザやドローンによる計測データから、効率的に森林資」、

源情報を把握する技術 「ＡＩを活用し、過去の海水温や漁獲のビッグデー」、

タから漁海況を予測するシステム」など、作業の自動化による超省力化や軽労

化、データに基づく多収・高品質生産や「匠の技」の継承等の地域課題を解決

する生産現場に即したスマート技術の研究開発・現場実装を推進します。

○スマート技術の普及に向けた情報発信

、 、・誰もがスマート技術を利用できるよう 情報を農林漁業者に分かりやすく伝え

、 、 、関心を高めるとともに 普及を促進するため 研究成果発表会や実演会の開催

ＳＮＳを活用した動画配信などによる情報発信に取り組みます。

○農商工連携による６次産業化技術開発支援

・県産農林水産物の新たな「機能性」を探索するとともに、県、大学、食品製造

業者、生産者が連携し、より高い機能性の発揮、呈味・品質を向上させるため

の研究開発を推進し、徳島ならではの付加価値の高い加工食品（機能性表示食

品）の創出に取り組みます。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

スマート化技術導入経営体数（累計） 経営体 33 110

農商工連携等による６次産業化商品開発事業数 累計 件 370 730（ ）

「ニンジン栽培施設内の環境を 「レンコン栽培におけるスマート技術の実証」

測定・配信するフィールドサーバー」
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④クリエイティブ産業育成プロジェクト

「４Ｋ・ＶＲ徳島映画祭」の開催を通じ 「４Ｋ・ＶＲ先進地・徳島」を全国、

に発信するとともに、デジタルコンテンツ分野への進出を目指す県内企業の「企

業人材」や県内の高校生をはじめとした「若手人材」の育成を支援することによ

り、４Ｋ・８Ｋ・ＶＲ関連企業やクリエイティブ関連企業の集積を促進します。

【取組内容】

〇「４Ｋ・ＶＲ徳島映画祭」の実施などによる「４Ｋ・ＶＲ先進地徳島」の発信

・あわ文化をテーマとした「あわ文化振興部門」や高校生が制作した作品を対象

とする「高校生部門」を設け、全国から４Ｋ・８Ｋ・ＶＲ作品を募集し、表彰

することにより、本県の映像産業の競争力強化及び若手人材の発掘を支援しま

す。

・映像業界等の最先端で活躍する講師によるセミナー・トークセッションを開

催し、県内企業や県内クリエイターとの交流を促進します。

・仮想空間に設置した３Ｄ・ＶＲ会場での作品上映を行うとともに、リアル会

場ではＶＲ・ＡＲなどの最先端機器を展示したブースを設置し、未来技術を

体感する機会を提供します。

〇クリエイティブ関連企業の誘致

・令和２年度に改修したサイトやＷＥＢ広告など、各種媒体を通じて、４Ｋ・

ＶＲ関連企業、クリエイティブ関連企業などのサテライトオフィスを誘致し

ます。

○未来技術等の利活用促進とデジタル専門人材の育成（再掲 Ⅳひとづくり－③）

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

４Ｋ・ＶＲ関連企業数（累計） 社 18 30

クリエイティブ関連企業数（累計） 社 270 360

「４Ｋ・ＶＲ徳島映画祭 ＶＲ寄井座」 「徳島５Ｇ革命」
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Ⅱ 地域づくり分野

１ 現状と課題

本県においては、近年の急速な高齢化の進行に伴い、要介護者の増加や糖尿病やがん

などの生活習慣病の増加が深刻な社会問題となっています。

また、南海トラフを震源とするＭ８からＭ９クラスの地震の発生確率は今後３０年以

内に７０％から８０％と予測されています。

人生１００年時代を迎える中、最先端の医療サービスや健康運動・予防の取組により

健康寿命が延伸し、保健・医療・介護をはじめとするサポートの充実により、すべての

県民が住み慣れた場所で安心して暮らせる地域づくりが求められています。

、 、 、 、 （ ）そこで 産学民官が連携し ①糖尿病の克服 ②介護負担の軽減 ③地域医療 介護

の連携、④災害医療活動の高度化の視点から地域づくり分野の科学技術を推進します。

これまで本県では、糖尿病の克服について、平成１７年１１月に「糖尿病緊急事態宣

言」を行い、平成１８年１月 に「みんなでつくろう！健康とくしま県民会議」を設立

し 「健康づくり運動プログラム」や「野菜摂取量アップ対策」など、県民総ぐるみに、

よる健康づくり運動を推進してきました。

また、健康や自らの生活習慣に関心を持ってもらい、運動の定着化、適切な生活習慣

の確立を目指すため、スマートフォンを活用した徳島県版健康アプリ「テクとく」を創

設しました。

さらに 「世界レベルの糖尿病臨床研究開発拠点」の形成を目指し、徳島大学を中心、

とした研究開発や研究成果の事業化による、糖尿病克服とヘルスケア産業の創出を推進

してきました。

このような取組により、糖尿病の年齢調整死亡率が若干改善したものの、糖尿病死亡

率は以前として高い水準が続いており、糖尿病をはじめとした生活習慣病による死亡者

を減少させ、県民の健康寿命をアップしていくことが課題となっています。

介護の負担軽減については、本県にはものづくり分野において高度な技術力やノウハ

ウを有する企業が多数存在していることから、工業技術センターとの共同研究等による

ロボット要素技術の開発など、産学官連携による介護分野でのロボット開発の取組を推

進してきました。

高齢化の進行により、要介護者の増加や介護職員の不足など様々な課題が生じている

ため、介護現場の業務負担を軽減することが必要となっています。

（ ） 、 、地域医療 介護 の連携については 本県は全国屈指の光ブロードバンド環境による

ＩＣＴを利活用した地域医療連携システムづくりが始動しています。

例えば、県内の医療機関、介護施設や薬局などをネットワークで繋ぎ、医療・介護に

関するデータを共有することで、安全で質の高い医療・介護サービスを提供することを

目的とした 「徳島県全域医療連携ネットワーク（阿波あいネット 」が平成３１年４、 ）

月より稼働しています。

また、患者や医師の移動時間短縮による負担軽減や、地域における医師不足による医
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療格差の解消など、地域医療の課題解決に繋げるため、遠隔医療における「５Ｇ」の有

用性の検証を行いました。

具体的には、令和２年１月に県立中央病院と県立海部病院を「５Ｇ」で繋ぎ、高精細

な４Ｋ動画を伝送することで、糖尿病の遠隔診療支援や内視鏡、エコーなどの分野にお

ける遠隔医療の実証実験を実施しました。

本県は県東部に医師が集中する「地域偏在」や、産科医・小児科医等の不足といった

「診療科偏在」が課題となっており、どこにいても等しく医療サービスを提供できる体

制の構築が急務となっています。

災害医療活動については、大規模災害時において、災害関連死をはじめとする「防ぎ

得た死」をなくすべく 「戦略的災害医療プロジェクト」を推進しており、関係機関間、

の災害情報を一元的に集約・活用するため ＧＩＳ 地理情報システム を活用した 災、 （ ） 「

害時情報共有システム」を構築しました。

今後、さらに災害時の医療提供を迅速かつ的確に行えるよう、医療や防災関係機関間

との情報共有機能を向上していく必要があります。

２ 基本目標

現安全安心で、健康で活力とゆとりがあり、豊かに暮らせる「とくしま」の実

３ 目標実現に向けた施策展開の方向

① 糖尿病をはじめとした生活習慣病による死亡者を減少させ、県民の健康寿命をアップ

② 介護の負担を軽減し、誰もが暮らしやすい社会の実現

③ ＩＣＴを利活用した医療提供体制を整備し、安心して暮らせる社会の実現

④ 大規模災害における確実な情報共有による「減災」の実現
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４ 戦略プロジェクト

①健康寿命延伸プロジェクト

糖尿病をはじめとした、生活習慣病による死亡者の減少及びフレイル予防を推

進し、健康寿命の延伸を図るため、運動、食生活など「予防」の取組や合併症、

重症化予防のため対策を強化します。

また、産学官の連携による糖尿病等研究・開発や事業化を促進し 「世界レベ、

ルの糖尿病臨床研究開発拠点」の形成の加速化を図ります。

【取組内容】

○各種生活習慣病の改善のため 「運動」と「食生活」の両面からの効果的な健康、

づくり及び生活習慣病の普及啓発の推進

・ 阿波踊り体操」やウォーキング等、運動習慣の定着化に向けた更なる普及促「

進及び啓発を実施します。

・県及び保険者が連携し、とくしま健康ポイントアプリ「テクとく」を活用した

「運動の実践」や「個人の健康チェック」の定着など、県民の方の健康意識の

高揚を推進します。

「 」 。・栄養学に基づく ヘルシーレシピ の開発普及により野菜摂取量を増やします

・食育推進活動の実践や地産地消料理の普及を担う「若手食育推進リーダー」を

育成します。

・認知度が低いとされるＣＯＰＤに関する普及啓発を促進します。

○フレイルの予防及びフレイルに繋がるサルコペニアやロコモティブシンドローム

への対応の促進

・感染症にも配慮したリモート活用によるフィットネスを開催します。

・後期高齢者の方へのタンパク質の摂取の重要性など、年齢等に着目した正確

な情報を配信します。

○糖尿病の死亡率の改善に向け、一次予防(発症予防)、二次予防(合併症予防)、三

次予防(合併症による臓器障害の予防・生命予後の改善)の各段階において、切れ

目や漏れのない対策を推進

・特定健康診査の結果を踏まえた保健指導・医療機関の受診促進等の取組を推

進します。

・ 徳島県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づく支援体制を充実・強化「

します。

・ハイリスク者や治療中断者への受診勧奨、かかりつけ医と連携した重症化予

防のため、糖尿病連携手帳による医療連携を推進します。医師会・歯科医師会

・栄養士会等の関係団体との連携による生涯を通じて適切な治療を継続できる

ための環境を整備します。

・身近な薬局によるヘモグロビンＡ１ｃ測定による糖尿病の意識啓発を行いま

す。

・糖尿病治療や療養支援体制充実を図るための人材を育成します。
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○産学官の連携による糖尿病等の研究開発や事業化を促進

・徳島大学病院糖尿病対策センターが実施する徳島独自のコホート研究(県民

1,400人）により、糖尿病発症のメカニズム解明を通じて予防や重症化抑制を

推進します。

・糖尿病検診に利用する医療機器や「すだち」を活用した健康食品、ヘルシー

弁当、糖尿病やメタボリックシンドロームの予防検診サービスなどこれまでの

、 。研 究成果の更なる事業化や活用を図り 新たなヘルスケア産業を創出します

・生活習慣病に関しての調査研究を推進します。

○データヘルスの推進

・市町村が保有する「国保・後期高齢者医療レセプトデータ 「介護保険被保」、

険者データ 「特定健康診査データ」の一体的管理を促進します。」、

（一体的管理システムの検証及びブラッシュアップ）

・国保連合会及び市町村と連携した、一体的管理システムにより把握した保健指

導対象者や受診勧奨者に対する支援体制を整備します。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

とくしま健康ポイントアプリ「テクとく」 人 創設 40,000

ダウンロード数

ジュニア・若手食育リーダー数 人 264 550

成人の週１回以上のスポーツ実施率 ％ 62.7 65.0

糖尿病研究開発成果を活用した製品・サービスの 億円 5 32

売上高

「すだちを活用した健康商品」 「 テクとく』キックオフ イベント」『
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②介護負担の軽減プロジェクト

介護現場の業務負担の軽減や職場環境の改善を図るため、関係機関と連携して

介護ロボットの導入を支援していくとともに、介護事業所の業務のＩＣＴ化を推

進します。

【取組内容】

○介護現場の負担軽減を図る介護ロボットの開発、導入を促進

・介護職員の業務量軽減にも活用が期待できる「画像や音声から感情を推定する

ＡＩ（人工感性知能）ロボット技術」の開発・実用化を推進します。

・介護ロボットプラットフォームや関係機関と連携して介護ロボットの導入への

支援を行うことで、介護現場の業務負担の軽減を図ります。

○介護事業所の業務ＩＣＴ化を支援

・介護事業所におけるＩＣＴ環境整備を支援することで、介護現場の職場環境

改善を推進し、介護分野における生産性向上やサービスの質の向上を図りま

す。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

介護事業所における介護ロボット導入事業所数 事業所 ５６ ２００

（累計）

「 」 「 （ ）」ＡＩによる音声感情認識エンジン 介護ロボット導入例 アシストスーツ
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③地域医療（介護）の連携プロジェクト

医師の「地域偏在」や 「診療科偏在」等の課題に対し、全国屈指の光ブロー、

、 、ドバンド環境を活用した診療 救急等の医療連携システムを構築することにより

全県的な医療水準の向上を図ります。

【取組内容】

○汎用的かつ持続可能な県内統一システムの検討・構築

・医療機関、介護施設や薬局等の電子カルテ等のシステムを繋ぐ医療連携ネッ

トワーク（阿波あいネット）を全県展開することで、病名・投薬内容・検査

結果等の医療情報の共有化による地域医療提供体制の確保を図り、安全で質

の高い医療・介護サービスを提供します。

・医療機関と消防機関において、ＩＣＴの活用による情報の共有性と双方向性を

可能にし、患者の症状に応じた迅速な搬送の実施に向け、新たに救急搬送支援

システムを構築し、全県展開を図ります。

○マイナンバーカードを活用した医療連携システムの普及

・医療機関及び薬局における健康保険証のオンライン資格確認を推進すること

で、特定健診・薬剤情報の閲覧や、今後拡大が予定されている電子処方箋及

び手術・移植・透析情報の閲覧等による医療水準の向上を図ります。

○５Ｇを活用した遠隔医療等の推進

・今後建設を予定している県立中央病院ＥＲ棟（仮称）内に「５Ｇ診察室」を

整備し、５Ｇ活用による遠隔診療・遠隔診断・遠隔救急医療により地域医療

を支援します。

・県立病院で撮影した内視鏡やエコー検査の５Ｇ映像等を、総合看護学校の遠

隔授業で活用し、リアルな医療現場を体感することにより、看護学生の実践

力・理解力の向上を図ります。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

徳島県全域医療連携ネットワーク 阿波あいネット 施設 87 150（ ）

利用施設数

「阿波あいネット」 「 阿波あいネット】プロモーションビデオ」【
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④災害医療活動の高度化プロジェクト

災害時の医療提供を迅速かつ的確に行えるよう、医療や防災関係機関の間の情

、 。報共有機能の向上と 被災者の医療情報を把握できるシステムの検討を進めます

【取組内容】

○災害対応時の情報共有のため、ＧＩＳを活用した「災害時情報共有システム」の

機能強化

・システムの安定的な運用に取り組むと共に、災害時における防災関係機関間の

情報収集・共有機能の向上を図るため、随時改修を実施します。

○県、市町村だけではなく、様々な防災関係機関の参画及び運用の拡大

・情報共有体制の強化及び精度向上のため、引き続き各機関に対して参画推進を

実施します。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

「災害時情報共有システム」参加機関数 機関 722 1,200

「徳島県災害時情報共有システム」
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Ⅲ 環境づくり分野

１ 現状と課題

「気候変動に関する政府間パネル」の第５次評価報告書によると、今世紀末までに世

界の平均気温が最大４．８度上昇すると警告されており、国内においても気候変動の影

響が顕在化し、気象災害が頻発化、激甚化しており、迅速な対応が求められています。

このため、エネルギー分野においては、気候変動の緩和策として「グリーン社会の実

現（脱炭素化 」と、気候変動への適応策として「非常時の安定供給」に向けた取組の）

推進が必要となっています。

また、農林水産分野においては、地球温暖化がもたらす気候変動の影響により、農林

水産物の生育不良や品質低下、作期のズレなどが懸念されています。併せて、持続性の

高い方法により生産されるエシカルな農林水産物に対する消費者ニーズが高まってお

り、環境に配慮した農林水産業の推進が求められています。

これまで本県では、電力等部門の「脱炭素化」と災害時における「停電リスク回避」

のため、全国屈指の日照量を活かしたメガソーラーの誘致や、避難施設等への太陽光発

電及び蓄電池の設置等、自然エネルギー資源に恵まれた本県の地域特性を活かした「自

立・分散型電源」の導入促進に取り組んできました。

また、使用時に温室効果ガスを一切排出しない「水素エネルギー」普及促進のため、

「徳島県水素グリッド構想」に基づき、水素ステーションの整備や、燃料電池自動車の

公用車への率先導入など、国の動きに呼応した積極的な施策展開を進めてきました。

その結果、２０１９年度の自然エネルギーによる電力自給率は２９．６％となり、従

来の目標「２０２０年２５％」を前倒しで達成することができました。そこで、２０１

「 」 、「 」９年７月には 自然エネルギー立県とくしま推進戦略 を改訂し ２０３０年５０％

と目標を上方修正したところです。

この目標達成に向け、学界、産業界、金融といった関係者の連携により、さらなる自

然エネルギー導入加速に向けた実効性ある取組の推進を図ることが必要です。

また、国が２０３０年の主要燃料化を目指す「水素」についても、水素ステーション

の整備や「燃料電池バス」をはじめ新たな水素モビリティ導入などに取り組んできたと

、 、 、ころですが 今後の利用促進に向けては 需給両面における取組の一層の拡大とともに

これらも活用した戦略的な普及啓発・情報発信など、さらなる施策の展開が求められま

す。

農林水産分野においては、高水温に耐性を持つ「ワカメ」をはじめ、気候変動に適応

する新品種の開発や導入、天敵を利用し化学合成農薬の使用を低減する害虫防除体系の

確立など、環境と調和した農林水産業を支える研究に取り組むとともに、林業において

発生する未利用材や枝葉などをカーボンニュートラルな「木質バイオマス」として、熱

源や発電に利用する取組が進められています。

今後、地球温暖化が進行すると予測される中、環境との調和を取りながら、農林水産

業の安定化、持続化を図る「ＳＤＧｓ」を達成するため、現状と将来の影響予測を踏ま

えた気候変動への適応や環境への負荷低減に向けた取組を拡大するイノベーションの創

出が必要です。
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２ 基本目標

環境に優しいライフスタイルや社会経済システムが調和した「とくしま」の実現

３ 目標実現に向けた施策展開の方向

○グリーン社会の実現に向けた自然エネルギーの導入加速

○「地方発の水素社会」実現に向けた水素エネルギー社会実装の推進

○農林水産業における気候変動の「適応策」及び「緩和策」の推進
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４ 戦略プロジェクト

①自然エネルギー立県とくしま推進プロジェクト

エネルギー分野からの「グリーン社会」実現のため、本県の目標である「２０

３０年・自然エネルギー電力自給率５０％｣達成に向けて、自然エネルギーの拡

、 、大を図るとともに 気候変動により頻発化・激甚化する自然災害に対応するため

「自立・分散型電源」の導入促進を図ります。

【取組内容】

〇「自立・分散型電源」導入支援制度の推進

・ＶＰＰ・地域マイクログリッドのツールとなる蓄電池を備えた低炭素建物（Ｚ

ＥＨ・ＺＥＢ）導入支援、小水力発電施設整備や導入調査に対する補助、ワン

ストップサービスによる民間事業者の支援等を行うとともに、産学官金連携に

よる「自然エネルギー活用プロジェクトチーム」により、状況に応じた多様な

自然エネルギー導入促進策を構築、実施します。

・自然エネルギー協議会会長県として 「自立・分散型電源」普及促進策につい、

て国に対して政策提言を行い、その後押しを行います。

○自然エネルギーによる地域活性化支援

・国において検討が開始された「カーボンプライシング制度」の導入も見据え、

自然エネルギーの地域での活用を推進するため、将来を担う子どもたちへの普

及啓発や、事業者をはじめ地域人材を育成する実践的講座を実施し、地域の活

性化を図ります。

【成果目標】

R1 R7成果目標 単位

12「自然エネルギー活用プロジェクトチーム」による 件 創設

検討項目数（累計）

20 120地域人材を育成する講座の受講者数（累計） 人

「和田島太陽光発電所」 「川口ダム自然エネルギーミュージアム」紹介動画
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②水素エネルギー社会実装プロジェクト

「東京オリンピック・パラリンピック」や「大阪・関西万博」を契機とした、

究極のクリーンエネルギー「水素」の普及拡大に向け、県内における需給両面

の取組み加速や、積極的な普及啓発・情報発信を展開し、｢地方発の水素社会｣

実現に繋がる水素エネルギーの社会実装を推進します。

【取組内容】

○水素供給拠点を核とした戦略的な普及啓発及び情報発信の実施

・地産エネルギー活用による「水素供給拠点」を核とした普及拡大に向け、環境

面・災害対応面で効果的な「水素エネルギー」について、県民に身近な場面で

の普及啓発活動を推進するとともに、本県の先導的な取組について、広く情報

発信を行います。

○新たな水素モビリティの導入促進

・水素の需要拡大に向け 「燃料電池バス」や「燃料電池船」をはじめ、民間事、

業者と連携した新たな水素モビリティ導入促進に向けた取組を積極的に推進し

ます。

○水素関連産業の振興支援

・産官学連携「とくしま水素ビジネス研究会」による県内水素関連産業に係る振

興支援を図るため、ビジネスセミナー開催をはじめ、取組の更なる充実・強化

を行います。

【成果目標】

R1 R7成果目標 単位

県庁ステーションや燃料電池自動車等を活用した 人 ４０８ ８００

環境学習への参加者数

イベントにおける燃料電池自動車を活用した 件 ２０ ４５

給電に関する啓発活動の実施数（累計）

「燃料電池バス実証運行」 「水素普及啓発動画～TOKUSHIMA H2 CHALLENGE～」
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③農林水産業気候変動対策プロジェクト

「ＳＤＧｓ」の達成を目指し、気候変動による農林水産業への影響を回避・軽

減するため、高温環境下などでの生産に適応する技術や品種の開発・普及を進め

るとともに、地球温暖化の効果的な活用に向け、新たな品目の栽培技術の開発・

実証に取り組みます。

また、循環型社会の実現に向け、自然エネルギーの活用も視野に、環境に配慮

した農林水産業を推進するための研究開発に取り組みます。

【取組内容】

○気候変動に適応する技術や品種の開発・普及

・気候変動による影響を回避・軽減するため、気象データに基づく露地野菜の生

産管理・生育予測技術や新たな病害虫に対する防除技術及び「貯蔵性に優れた

かんきつ類の晩生品種」など地球温暖化への適応品種の開発・普及に取り組み

ます。

・高温による品質低下が少ない水稲品種「あきさかり」や、本県が開発した、夏

台風の被害を受けにくいレンコン早生品種「阿波白秀 、高水温下でも生育・」

品質が良好な「ワカメ新品種」などの導入を推進します。

○中長期的な視点での地球温暖化の効果的な活用

・地球温暖化が進んだ場合、今まで生産できなかったパイナップル、マンゴーな

ど熱帯性果樹の施設栽培が可能となる地域の拡大が予想されるため、熱帯性果

樹の低コスト栽培技術の開発・実証に取り組みます。

○環境に配慮した農林水産業の推進

・ 飼料用とうもろこしの葉や茎を緑肥として野菜栽培の土づくりに利用する技「

術」など、生産活動に由来する環境への負荷低減を図る技術や 「藻場の食害、

対策で捕獲したウニを野菜残渣などを餌として養殖する技術」など、地域で発

生する農林水産物の未利用部位や食品加工副産物を農林水産業に有効活用する

技術の開発・普及に取り組みます。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

高温耐性水稲品種「あきさかり」の作付面積 ｈａ 1,740 2,740

熱帯性果樹の栽培実証経営体数（累計） 経営体 3 14

高温耐性水稲品種「あきさかり」 「熱帯性果樹」
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Ⅳ ひとづくり分野

１ 現状と課題

徳島の未来を切り拓く「科学技術」を生み出し、支える「ひと」は、科学技術振興

の基盤です 「ひとづくり」は、①幼少期における科学技術への興味や関心の醸成、②。

自ら「学び 「活用し 「創造する」意識の醸成、③高度な知識や技術を有し、イノベ」 」

ーションの創出や地域産業を支える人材の育成、と段階を経て、中長期的な視点で取

り組む必要があると同時に、変化する社会ニーズへの機動的な対応も求められます。

これまで、学校教育の充実はもとより、理数分野に関するコンテストの実施 「少年、

少女発明クラブ」や「徳島あすたむ分団」などの地域活動、及び科学館など関連施設

でのイベント等により、子どもたちが科学技術に触れる機会を提供し、科学技術への

興味の醸成や知識の習得を図ってきました。

高校教育においては 「スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ 」を拠点また、 、 ）

校とした先進的な理数教育や高校・大学・産業界等が連携したキャリア教育により、イ

ノベーション人材の育成を推進してきました。

更には、すべての県民が科学技術を身近に感じ、その恩恵を享受できるよう、最先端

の科学技術や本県において実施された研究成果等についてイベントの開催や動画作成等

による普及啓発を推進してきました。

しかし、人口減少・少子高齢化による技術者の減少や後継者不足など、その基盤は

盤石とはいえません。

また、デジタル技術が劇的に進化する中、その利便性を享受するため、すべての県

民がデジタルリテラシーを身につけること、更に「デジタル人材」をはじめ、それを

活用し、世界中の多様な知と組み合わせ、地域の課題解決やイノベーションの創出に

つなげることができる人材の育成が喫緊の課題となっています。

、 「 」 、 、更に ２０２５年に開催予定の 大阪・関西万博 は 人類共通の課題解決に向け

先端技術など世界の英知を集め、新たなアイデアを創造・発信する場であり、本県の

技術力をＰＲする絶好の機会といえます。

間近に迫った「デジタル社会」に対応し、既存の科学２０２５年までの５年間は、

技術との融合を図りながらイノベーションを創出する人材の育成に努めるとともに、

科学技術の使命として、大胆な発想により未来に希望を与える研究・開発を牽引し、

具現化する人材を育成していく必要があります。
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２ 基本目標

未来を切り拓き、イノベーションを支える人材が育ち、集う「とくしま」の実現

３ 目標実現に向けた施策展開の方向

○子どもたちが科学技術に興味・関心を持ち、創造性・主体性を育む環境の構築

○イノベーションを創出し、次代の産業を支える即戦力人材の育成

○県民の科学技術への理解促進と徳島発イノベーションの世界への発信
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４ 戦略プロジェクト

①段階に応じた多様な体験・教育プロジェクト

次代の科学技術を担う人材を育成するため、関係機関と連携しながら最先端の

科学技術に触れるイベントやものづくり体験の場など、多様な機会を提供するこ

とで、子どもたちの科学技術やものづくりに対する興味・関心を醸成します。

【取組内容】

○イベント等による子どもの興味・関心の醸成

・ とくしま科学技術月間（１０月 」を中心に、科学館や博物館など県下関連「 ）

施設と協力し、オンライン等による開催を含めた科学技術関連イベントの実施

を促進します。

○科学技術に係る体験学習の機会の充実

・科学技術アカデミー及び科学技術Ｊｒ．アカデミーとして、県内の小・中・高

校生に対し、高等教育機関との連携による先端技術をテーマとした実践的な学

習の機会を実体験とオンラインを効果的に組み合わせ、提供します。

○科学技術の魅力を伝える人材の確保

・学校教育やイベントにおける科学技術の体験講座等の指導者やサポート人材

として、大学生やアクティブシニアなど、多様な人材を活用し、将来の指導

者としての育成を図ります。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

県内科学技術関連イベント実施数（累計） 件 350 2,450

大学生による科学技術指導講座（累計） 人 146 746

「科学技術Ｊｒ．アカデミー（出前講座 」 「科学技術アカデミー（中高生向け実践講座 」） ）
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②ＧＩＧＡスクール構想によるＳＴＥＡＭ教育推進プロジェクト

「徳島県ＧＩＧＡスクール構想」で整備された一人一台タブレット端末等のＩ

ＣＴを活用し、課題解決型学習に取り組むＳＴＥＡＭ教育を推進することで、児

童生徒の創造性を育むとともに、次代の科学技術人材を育成します。

【取組内容】

○ＳＴＥＡＭ教育の推進・普及

・授業での課題研究や夏の自由研究等において、児童生徒が一人一台タブレット

、 、端末を用いてデータを個別で分析・考察したり 協働してまとめたりするなど

教科の枠を超えた様々な分野の知識を融合させた課題解決型学習に取り組むＳ

ＴＥＡＭ教育を推進することで、児童生徒の創造性を育んでいきます。

・探究活動の成果発表会をオンラインで配信したり、探究活動の進め方を学ぶサ

イトを設けたりすることを通して、ＳＴＥＡＭ教育の良さを広く発信していき

ます。

○次代の科学技術人材の育成

・スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）において、大学や企業等と連携し

ながら、ビッグデータやＩＣＴを活用した課題研究に取り組むことで、将来国

際的に活躍する科学技術人材を育成します。

・国際科学オリンピック講習会を、対面とオンラインを組み合わせたハイブリッ

ド型で開講することで、受講者を増やすとともに、児童生徒が科学に関する情

報や画像のデータを基に大学での研究内容につながる課題について考察する機

会を拡充し、科学分野を牽引する人材を育成します。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

ＳＳＨ生徒研究合同発表会への発表校数（累計） 校 － 65

国際科学オリンピック講習会受講者数（累計） 人 236 1,650

「ＩＣＴを用いた磁力の実験」 「ＤＮＡの制限酵素地図の作成」
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③ものづくり・デジタル専門人材育成プロジェクト

本県の強みである「ＬＥＤ」産業を更に発展させるため、最先端の次世代ＬＥ

Ｄの知識や医療との融合による活用術などを学ぶことができる講座やイベントを

開催し、高度な専門知識を持ち、幅広く活用できる人材を育成します。

また、未来技術を活用するスキルやマインドを磨くため、幅広い世代を対象に

した各種講座やイベント、表彰事業などを実施し、実践的なデジタル専門人材を

育成します。

【取組内容】

○光応用専門人材の育成

・徳島大学において医療系と理工系の知識・技術を有する「医光融合プロフェ

ッショナル人材」など光専門人材の育成を推進します。

・阿南工業高等専門学校における企業技術者の光関連事業開発支援や四国大学に

おける光・アート人材の育成など総合的な光応用人材の育成を推進します。

○未来技術等の利活用促進とデジタル専門人材の育成

未・若手起業家を支援する徳島イノベーションベース（ＴＩＢ）等と連携し、

来技術を駆使して新たな価値を創造する「起業家」の育成を推進します。

・高等教育機関等と連携し、ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ、ｅスポーツ、オリジ

ナルゲーム制作などをテーマとした講座を開催し、小学生から経営者まで、幅

広い階層の人材育成を推進します。

・データを一元管理する共通基盤「とくしまIoTプラットフォーム」の利活用や

産学金官が一体となった「とくしまIoT等推進ネットワーク」の運営により、

地域ＩｏＴを実装する取組を推進します。

・デジタル産業に携わる県内外の企業によるオンラインとオフラインを併用した

バザール形式の出展イベントや各種セミナーの開催、デジタルコンテンツの表

彰を通じ、マッチング機会の創出とデジタル人材の育成を推進します。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

名 13 107光専門人材育成プログラム受講生の地元就職・起業数(累計)

「光アートスクール成果展示」 「ＶＲ体験（ＩＣＴバザール 」）
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④医療・介護人材育成プロジェクト

時代を担う若者が科学技術を活用した先端医療や介護ロボットなどの見学・

体験することにより、科学技術及び医療・介護への関心を高め、将来の人材を育

成します。

【取組内容】

○現場体験による医療・福祉・介護への関心の醸成

・高校生現場体験ツアーにおいて、徳島赤十字病院などの高度急性期病院で最先

端治療を見学することで、医療への関心を高め将来の医師を育成します。

・小・中・高校生等を対象に、介護ロボット等の体験学習を実施し、福祉・介

護イメージの向上を図り、将来の介護職員の確保を図ります。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

高校生現場体験ツアー参加者数（延べ人数） 人 265 822

介護ロボットの体験学習参加者数（延べ人数 ） 名 3,380 7,880

「高校生現場体験ツアー」 「介護ロボットとの交流」
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⑤農林水産業人材育成プロジェクト

農林水産３分野のサイエンスゾーンの機能を最大限発揮させ、未来技術を活用

した産学官の連携による次代の農林水産業を担う人材を育成します。

【取組内容】

○農林水産業の担い手の育成

・農業・林業・漁業の各アカデミーにおける実践的研修や 関係機関が一丸とな、

って実施する就業後のフォローアップを通じ、次代の農林水産業を担う人材を

育成・確保します。

○産学官連携による農林水産業の６次産業化人材及びスマート人材の育成

・阿南光高校新野キャンパスにおける徳島大学との高大接続講座など、高校と高

等教育機関・産業界（地域の企業、農業団体等）との協働・連携による研究や

商品開発の取組による６次産業化人材の育成を推進します。

・農業大学校において、本科コースに「６次産業ビジネスコース 、アグリビジ」

ネスアカデミーに「６次産業化コース」を設け、農産物の生産から加工、販売

まで、一貫して取り組むことのできる「６次産業化人材」を育成します。

・ とくしま農林水産未来人材スクール」が推進母体となり、農業・林業・漁業「

、 、の各アカデミーのリカレント教育の充実を図り 大学や民間事業者等と連携し

「施設園芸アカデミー」における環境制御技術の研修等、ＩｏＴ、ＡＩなどの

未来技術を活用したスマート技術をオペレートできる人材を育成します。

・各アカデミーにおいて、スマート技術をはじめ、作業実習のデジタルコンテン

ツの充実を図り、研修に活用するとともに、Ｗｅｂサイト等で発信します。

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

大学・地域等との協働連携事業件数（累計） 件 2 7

人 219 400農業系大学生等を対象としたオンラインと直接体験を

組み合わせたインターンシップ参加者数

農林水産業リカレント教育修了者数（累計） 人 609 1,920

「高大接続講座」 「施設園芸アカデミー」 「とくしま漁業アカデミー」
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⑥戦略的な普及啓発・情報発信プロジェクト

、 、すべての県民が科学技術の恩恵を享受し 豊かな生活を送ることができるよう

科学館や博物館などの関連施設における 高等教育機関等に普及啓発イベントや

よる研究成果発表などのアウトリーチ活動を推進します。

年齢、障害の有無、性別等による情報格差を生じさせないよう、誰もが気軽に

デジタル技術を学べる環境づくりに努めるとともに、多様な発信手法や媒体を用

いた情報提供等を積極的に展開します。

また 「未来社会の実験場」をコンセプトとした２０２５年開催予定の「大阪、

」 、 、・関西万博 において 本県発の研究成果や製品の積極的な活用や展示を推進し

本県の技術力を世界に向けて発信します。

【取組内容】

○情報格差（デジタルデバイド）に配慮した科学技術の情報発信等

・アクセシビリティに配慮した情報発信やサービスの提供に努めるとともに、急

速に進展するデジタル技術を含めた学びの場の情報をワンストップで提供し、

県民が生涯にわたって学び続けられる環境づくりを推進します。

・科学技術に関するイベントを集約したデータベースを運営するほか、ＳＮＳや

動画、オンライン配信などを活用した研究成果やイベント等の情報発信を推進

します。

○2025年「大阪・関西万博」における徳島発イノベーションの発信

・大阪・関西万博における本県の研究成果や製品の展示・活用を促進するため、

産学金官によるプロジェクトチームを構築し、その取組を推進します。

○「徳島県科学技術大賞」による顕彰

・徳島県科学技術憲章にもとづく顕彰制度を活用し、科学技術に関する優れた技

術者・研究者、人材育成に取り組む指導者・団体を表彰します。

○「とくしま科学技術月間」におけるイベントの実施（再掲 Ⅳひとづくり－①）

【成果目標】

成果目標 単位 R1 R7

徳島県内の科学技術関連イベント実施数（再掲） 件 350 2,450

大阪・関西万博への参画 － － 参画

「大阪・関西万博ロゴマーク」 「動画で学ぶとくしまの科学」
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戦略プロジェクトとＳＤＧｓの対応関係
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海

洋
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源

⑮

陸

上

資

源

⑯

平

和

⑰

実

施

手

段

 ① 次世代“光”産業創生プロジェクト ● ●

 ② 高付加価値型ものづくり推進プロジェクト ● ●

 ③ スマート農林水産業推進プロジェクト ● ●

 ④ クリエイティブ産業育成プロジェクト ● ● ●

 ① 健康寿命延伸プロジェクト ● ●

 ② 介護負担の軽減プロジェクト ● ●

 ③ 地域医療（介護）の連携プロジェクト ● ●

 ④ 災害医療活動の高度化プロジェクト ● ● ●

 ① 自然エネルギー立県とくしま推進プロジェクト ● ● ● ● ●

 ② 水素エネルギー社会実装プロジェクト ● ● ● ● ●

 ③ 農林水産業気候変動対策プロジェクト ● ● ● ● ● ● ●

 ① 段階に応じた多様な体験・教育プロジェクト ● ● ● ●

 ② ＧＩＧＡスクール構想によるＳＴＥＡＭ教育推進プロジェクト ● ● ●

 ③ ものづくり・デジタル専門人材育成プロジェクト ● ● ●

 ④ 医療・介護人材育成プロジェクト ● ● ● ●

 ⑤ 農林水産業人材育成プロジェクト ● ● ● ●

 ⑥ 戦略的な普及啓発・情報発信プロジェクト ● ● ● ●

共通 ● ● ● ●

戦略プロジェクト

SDGsにおける１７の目標

Ⅳひとづくり

Ⅱ地域づくり

Ⅰものづくり

分野

Ⅲ環境づくり
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用語解説

あ行

アクセシビリティ
情報通信分野においては、高齢者や障がい者等、ハンディを持つ人にとって、情報やウェブサー
ビス、ソフトウェア等が円滑に利用できることを意味する。

アクティブシニア
意欲ある元気な高齢者。

阿波あいネット
医療機関や介護施設の間で、同意した住民の病名・投薬内容・検査結果等の情報を共有し、医療・介護関
係者が活用するネットワークシステムのこと。

医光融合プロフェッショナル人材
医療系の知識や技術を有した「理工系人材 、または理工系の知識や技術を有した「医療系人材」」
のこと。光を応用した医療機器開発等に携わる人材を育成するため、両分野のカリキュラムをも
つ徳島大学において、理工系学生に対する医療機器を用いた実習や医療系学生に対する理工系教
員による講義などを実施している。

イノベーション
まったく新しい発想や革新的な方法から、新しい価値を創造し、社会的な変化をもたらすこと。

オープンイノベーション
新技術・新製品の開発に際して、組織の枠組みを超え、広く知識・技術の結集をはかること。

か行

）カーボンプライシング（Carbon Pricing
炭素排出量に価格付けを行うこと。炭素排出権に価格付けをすることで、排出主体は炭素の排出量
を減らすか、排出の対価を支払うこととなる。これにより、排出主体に排出削減に対する経済的な

、 。 、 「 」動機付けがなされ 自主的な削減が期待できる 主なものに 炭素排出に対して課税する 炭素税
や 予め炭素排出権を設定し 排出権を超過した主体とそうではない主体とで排出権を売買する 排、 、 「
出量取引」などがある。

緩和策・適応策
温室効果ガスの排出削減と吸収の対策を行う「緩和策」に対し、既に起こりつつある気候変動影
響への防止・軽減のための備えと、新しい気候条件の利用を行うことを「適応策」という。

キャリア教育
一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要となる能力や態度を育てることを通してキャリア
発達（社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現していく過程）を促す教
育のこと。

クリエイティブ産業
映像、ソフトウェア、デザイン、広告など創造性や技能・技術が価値を生む作品等の制作に関わ
る産業。
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高大接続教育
高等学校と大学の「接続」を意識した高大連携の形として、高校生の大学における学修を高
等学校の単位として認定することや、大学の科目等履修生として高校生を受け入れることな
どを指す。阿南光高等学校では、大学教員が高等学校の教科指導の一部を担うことで、高校
生が大学レベルの教育研究に触れる機会を創出している。

国際科学オリンピック
高校生が科学（数学・化学・生物学・物理・情報・地理・地学の７分野）の難問に挑む国際的な
コンテストのこと。

さ行

サイエンスゾーン
本県農林水産業の成長産業化及びその関連産業の振興を図るため、産学官が連携し次世代を担う
人材の育成と研究開発を進め、新たなイノベーションを創出する知と技の集積拠点。アグリ、フ
ォレスト、マリンの３つのサイエンスゾーンを形成。

災害時情報共有システム
市町村及び防災関係機関等との災害対応時における情報共有を円滑にするためのシステム。ＧＩＳ
を活用することにより、精度の高い情報共有が可能となる。
また、市町村においては、本システムから緊急速報(エリア)メールやLアラートを発信し、県民に
対し防災情報を提供することが出来る。

サテライトオフィス
企業等が本拠から離れたところに設置する通信設備等を備えた遠隔勤務ができるオフィスのこと。

サルコペニア
加齢や疾患により、筋肉量が減少し、筋力や身体機能が低下している状態。

次世代ＬＥＤ
これまでの目に見える汎用ＬＥＤとは異なる様々な特性を持ち、多岐にわたる産業分野への応用展
開が期待され、実用化に向け応用研究が進む「深紫外」や「赤外光コム 「テラヘルツ」といった」、
光源のこと。

次世代ＬＥＤバレイ構想

、次世代ＬＥＤを活用した県内ＬＥＤ関連企業の新分野への事業展開や異業種連携等の推進と
若者の学び・就業及び光関連技術者のリカレント教育の促進等により、光のすべての波長領
域にわたる新たな光関連産業の創出と集積機能の飛躍的向上を目指す構想。

自立・分散型電源
「自立型電源」とは、外部からの電源を必要とせず、単独で給電可能な電源のこと。
「分散型電源」とは、比較的小規模で、かつ、様々な地域に分散している電源の総称。
「自立型電源」が「地域に分散」することにより、電供給途絶リスクが分散でき、災害に強いとさ
れている。

深紫外
強い殺菌効果を有する、波長が短い紫外光(波長領域 200nm～280nm)。ウイルス対策や殺菌装
置での活用が期待される次世代ＬＥＤ。
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水素モビリティ
燃料電池自動車をはじめとした「水素」を燃料とする乗り物。日本においては乗用車のほか、バ
スやフォークリフトの燃料電池車両が市販化されており、トラック、列車、船などの新たなモビ
リティの開発も行われている。

スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）
将来の国際的な科学技術人材を育成することをめざし、理数系教育に重点を置いた研究開発を行う
国の事業のこと。

スマート農林水産業
５ＧやＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボット等の未来技術を活用し、作業の自動化による超省
力化や軽労化、データに基づく多収・高品質生産 「匠の技」の継承などの実現により、労働力不、
足の解消や生産性の飛躍的向上を図る農林水産業のこと。

赤外光コム
波長領域 1.5μm～30μm)。高精度な光計測機能を有する、等間隔で櫛(コーム)状に並ぶ赤外光(

ガス分析や最先端光学顕微鏡での利用が期待される次世代ＬＥＤ。

た行

タブレット端末
液晶ディスプレーなどの表示部分にタッチパネルを搭載し、指で操作したり、簡易キーボードを
組み合せてパソコンの代わりに利用する例が増えている携帯情報端末のこと。

地域マイクログリッド
地域に存在する自然エネルギーや未利用熱を一定規模のエリアで利用し、災害等による大規模停
電時には地域単独で自立して電力を供給できる分散型エネルギーシステムのこと。

データヘルス
医療保険者が行うレセプトデータ等の分析を行った上で行う、加入者の健康状態に即したより効
果的な保健事業のこと。

デジタルコンテンツ
デジタル形式の映像作品、ウェブサイト、CG、プログラム等のこと。

デジタルデバイド
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格
差のこと。

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
デジタル技術の浸透により、既存の価値観や枠組みを変革していくこと。

テラヘルツ
高い物質透過性を有する、光波と電波の中間領域にあたる電磁波( 30μm～3,000μm)。波長領域
非破壊検査や超高速通信での活用が期待される次世代ＬＥＤ。

とくしまIoT等推進ネットワーク
ＩｏＴ等の技術を積極的に活用し、地域の課題解決や地域経済の活性化、県民サービスの向上な
どに資する取組みを、産学金官が一体となって技術・知見・ニーズを結集し、推進することを目
的とした組織。
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とくしまIoTプラットフォーム
ＩｏＴを利用した取組みにおいて、各種センサーから得られるデータを一括して保存・整理する
データ基盤。市町村、民間等にも開放し、本県における様々な分野でのＩｏＴ利活用の促進を目
的とする。

徳島県水素グリッド構想
「水素」を新たなエネルギーとして活用する徳島県のインフラ構想。県内における「水素ステー
ション」や「燃料電池自動車」の普及目標をはじめ、エネルギーの「地産地消」に向けた施策展
開や水素の災害時における活用方針などを盛り込んでいる。

とくしま農林水産未来人材スクール
徳島県の農林水産業への就業を促進するため、農・林・漁業の各アカデミーが連携し、就業に向
けた研修内容やサポート体制等の情報を発信する拠点。

な行

燃料電池自動車
搭載している燃料電池で「水素」と「酸素」を化学反応させて発電し、その電気エネルギーでモ
ーターを駆動させて走行する。走行時には「水」しか出さないため 「究極のエコカー」と言われ、
ている。

は行

ビッグデータ
ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ間の関係性などを分析することで新た
な価値を生み出す可能性のあるデータ群のこと。

フレイル
加齢に伴い心身の活力が低下し、入院や要介護の危険性が高まる状態。

ブロードバンド
光ファイバー等の普及によって実現された高速な（概ね1Mbps以上）インターネット通信網のこ
と。

ヘモグロビンA1ｃ測定
赤血球中のヘモグロビンに糖分がどのくらい結合しているかを調べる検査。
当日の食事や運動などによる影響を受けず，検査前１～２か月の平均的な血糖の状態が分かる。

ま行

マイナンバー（個人番号）
日本国内に住民票を有する全ての方が一人につき１つ持つ12桁の番号のこと。外国籍でも住民票
を有する方には住所地の市町村長から通知される。マイナンバーは行政を効率化し、国民の利便
性を高め、公平、公正な社会を実現するための社会基盤。

未来技術
ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボット、５Ｇ、ドローンなど 「Society 5.0」の実現に向けた、
技術の総称。
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ら行

リカレント教育
自己実現やキャリアアップのために、生涯を通じて学び直しを行うこと。

リテラシー
その分野における知識、教養、能力のこと。

ローカル５Ｇ
携帯電話事業者による全国向け５Ｇサービスとは別に、地域の企業や自治体等の様々な主体が自
らの建物や敷地内でスポット的に柔軟にネットワークを構築し利用可能とするシステムのこと。

ロコモティブシンドローム
、 、 、 。骨 関節 筋肉に支障をきたして運動障害がひき起こされ 日常生活に支障をきたしている状態

数字・記号

４Ｋ
現行のハイビジョンを超える解像度の映像のこと。水平方向の画素数が約4千であることから、4
Kと呼ばれる。

５Ｇ（第5世代移動通信システム）
４Ｇを発展させた「超高速」だけでなく 「多数接続 「超低遅延」といった機能を持つ移動通信、 」、
システム。

６次産業化
１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小売業等の事業との
総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用して新たな価値を生み出すこと。

８Ｋ
現行のハイビジョンを超える解像度の映像のこと。水平方向の画素数が約8千であることから、8
Kと呼ばれる。超高精細度テレビジョン放送に対応する規格として、平成30年12月から実用放送
が開始されている。

アルファベット

ＡＩ（エーアイ）
Artificial Intelligenceの略で、人工知能を表す。人間が持っている認識や推論などの能力をコン
ピュータでも可能にするための技術のこと。

ＣＦＲＰ
Carbon Fiber Reinforced Plasticsの略で、プラスチックを炭素繊維で強化することにより高い
強度や剛性を得た「炭素繊維強化プラスチック」のこと。

ＣＮＦ
Cellulose Nano Fiber（セルロースナノファイバー）の略で、軽量で高強度といった機能性に優
れた植物由来のごく微細な繊維素材のこと。
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ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）
Chronic Obstructive Pulmonary Diseaseの略で、有害な粒子やガスを長期間にわたり吸入する
ことで、気道や肺に障害が生じ、肺の働きが低下する病気のこと。

ｅスポーツ
「エレクトロニック・スポーツ」の略。広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ
全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技とし
て捉える際の名称。

ＧＩＧＡスクール構想
GIGAはGlobal and Innovation Gateway for Allの略。
子供たち一人一人に個別最適化された創造性を育む教育の実現に向け、ＩＣＴや先端技術を効果

、 。的に活用し 児童生徒一人一台端末の実現と連動した一連の施策パッケージに基づく構想のこと

ＧＩS（地理情報システム）
Geographic Information Systemの略で、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を
総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術のこと。

ＩＣＴ
、 。Information and Communications Technologyの略で 情報や通信に関する技術の総称のこと

ＩｏＴ（アイオーティー）
Internet of Things の略で 「モノのインターネット」と訳される。身の回りのあらゆるモノが、
インターネットにつながることで、より豊かで便利な生活をもたらすことが期待されている。

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）
Sustainable Development Goalsの略。2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な
開発のための2030アジェンダ」に記載された2016年から2030年までの国際社会共通の目標。持
続可能な世界を実現するための17のゴールと169のターゲットから構成され、地球上の誰一人と
して取り残さないことを誓っている。

ＳＮＳ
Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略で、参加者が共
通の興味、知人などをもとに様々な交流を図ることができるよう、個人間の交流を支援するイン
ターネットのサービスのこと。

Society 5.0
革新技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と同時に、様々な社会的課題の解決を
図り、誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を享受できる未来社会。狩猟社会、農耕、社会、
工業社会、情報社会に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国
が目指すべき未来社会の姿として提唱された。

ＳＴＥＡＭ教育（スティーム教育）
教科の枠を越えたさまざまな分野の知識を融合させ、課題を発見し、解決させることで新しい価
値を創造する力をつけさせる教育のこと。
Science：科学、Technology：技術、Engineering：工学、Arts：芸術、Mathematics：数学
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ＶＰＰ
Virtual Power Plantの略。太陽光発電や小水力発電など小規模な分散型のエネルギー資源を、Io
Tを活用した高度なエネルギーマネジメント技術によりこれらを束ね(アグリゲーション)、遠隔・
統合制御することで、電力の需給バランス調整に活用し、あたかも一つの発電所のように機能す
ること。負荷平準化や自然エネルギーの供給過剰の吸収、電力不足時の供給などの機能がある。

ＶＲ
Virtual Realityの略。コンピュータ上に仮想的な世界を作り出し、あたかも現実にそこにいるか
の様な体験をさせる技術のこと。

ZEH・ZEB（ゼッチ・ゼブ）
Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）及びNet Zero Energy Buildi
ng（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略。
住宅の高断熱化と高効率設備により、快適な室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現した上
で、太陽光発電設備等によってエネルギーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギー
量が概ねゼロとなる住宅（ハウス）及びビルのこと。
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